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Ａ．研究目的 

慢性腎臓病（CKD）は 21世紀の国民病と言われてき

ているが、本邦においては 2023年現在で約 2000万

人、すなわち 5人に１人が罹患していると推定され、

ますます患者数が増加している。CKD は末期腎不全

の強力な危険因子であるのみならず、生命を脅かす

脳心血管疾患の発症および死亡の危険因子であるこ

とから、CKD 対策は国民の生命を守る観点で重要な

意義がある。 

 平成 30 年に発出された腎疾患対策検討会報告書

の中で「自覚症状に乏しい CKD を早期に発見･診断

し、良質で適切な治療を早期から実施・継続するこ

とにより、CKD 重症化予防を徹底するとともに CKD 

患者（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る」ことを目標として、「普及啓発」、「地

域における医療提供体制の整備」、「診療水準の向

上」、「人材育成」、「研究開発の推進」という 5本柱

ごとに今後実施すべき取組等が整理されている。 

本 WGにおける研究の目的は、この 5本柱の中でも

特に「普及啓発」、「地域における医療提供体制の整

備」における好事例の共有を目的とし、また今年度

はこれらの好事例を横展開することで地域格差を是

正し、診療レベルの均てん化をより推進することを

目的とした。 

Ｂ．研究方法 

先駆的に取り組んでいる地域での好事例を共有し、

かつこれから取り組みを進めていく地域へのよい手

本としていつでも活用できる体制を整えるため、厚

生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業） 腎

疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病(CKD)対

策の推進に資する研究班（代表・岡田浩一）と強力

に協働し、今年度も 2班合同会議にて研究方法につ

いて検討した。 

令和 6年度に厚労省から、令和 6年度版標準的な

健診保健指導プログラムが発出された。その前に、

CKD 診療ガイドライン 2023 および CKD 診療ガイド

2024が相次いで発出されていることから、この保健
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指導プログラムの内容とあわせて、各自治体におけ

る特定健診事業から抽出される CKDハイリスク住民

の拾い上げ、その後のかかりつけ医への連携、につ

いて検討した。 

CKD 患者数は日本全国にいるため、その診療レベ

ルの均てん化を図る必要がある。そのためのひとつ

の方法として、これまでいくつかの自治体レベルで

存在していた、かかりつけ医と腎臓専門医の CKD診

療協力体制を拡充させるべく、全国に展開する CKD

協力医制度について検討した。 

過去の研究班において、日本腎臓病協会（JKA）の

中にある J-CKDI の全国各都道府県代表や各ブロッ

ク代表に依頼し、各都道府県での「普及啓発」およ

び「診療連携体制」の現状あるいは今後の構想につ

いてのスライド作成を依頼し、集めた紹介スライド

を 2班合同 Webホームページに掲載し、あらゆる人

が全都道府県の取り組みについて情報を得ることが

できるようにしていた。このホームページのさらな

る拡充について検討した。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究は多施設共同ではあるものの患者さんに直

接関係する情報を集めるものではない。各都道府県

での CKD対策の進捗状況をまとめる際に個人情報に

十分配慮したスライド作成を依頼する方針を検討し

た。  
 
Ｃ．研究結果 

 まず、令和 6年度に厚労省から、令和 6年度版標

準的な健診保健指導プログラムが発出された。この

中で、最新の CKD診療ガイドライン 2023および CKD

診療ガイド 2024と連携している内容として、尿蛋白

（±）の扱いが変わった。すなわち、CKD診療ガイド

ラインや CKD診療ガイドにおいては、尿蛋白（±）

を軽度蛋白尿、（＋）以上を高度タンパク尿と位置づ

け、「２年連続健診で尿蛋白（±）であればかかりつ

け医に受診勧奨」という項が設けられている。標準

的な健診保健指導プログラムにおいても、eGFR≧45

においても、尿蛋白（±）の場合は保健指導の対象

となることが明記されている。これを受けて、各自

治体における行政と医療機関の連携対象者の見直し

が必要と考えられた。そこで岡山県においては、岡

山県が大学とともに 2015年に策定していた「特定健

診・特定保健指導の手引き～CKD（慢性腎臓病）フォ

ローアップ対策編～」を、これらのガイドラインや

ガイドなどの内容にあわせ第 2版として改訂した。

（https://www.pref.okayama.jp/page/423366.html） 

 CKD 協力医制度については、講演会などを通じて

その周知が図られた。各都道府県において、既存の

連携体制の規模感やその進展達成度などが異なるこ

とから、各都道府県において、CKD協力医制度に関す

る聞き取りが行われた。 

 全 47都道府県から、「普及啓発」および「診療連

携」に対する取り組みのスライド作成を依頼し、全

都道府県（北海道は北と南あり、福岡県は複数あり）

において上記 2つに対する個別のスライドを作成し

た。それらのスライドを 2 班合同ホームページ

（https://ckd-research.jp/）にとりまとめて掲載

し、公開した。 

（図１） 

 

具体的には上記ホームページの「研究開発の推進」

（図１）をクリックする。次に「全国の取り組み・

年次推移」の項をクリックすると全国地図（図２）

が表示される。ここで閲覧を希望する都道府県をク

リックすることで知りたい都道府県の情報へアクセ

スできるようになっている。ホームページの中で、

例えば岡山県をクリックすると岡山県の普及啓発の

取り組みと認知度に関するスライドや、診療連携体

制構築の取り組みに関するスライドをいつでもどこ

からでもダウンロードできるようになっている。CKD

診療ガイドラインや診療ガイドの改訂をうけ、また、

各都道府県における CKD診療連携の進展はさらに深

化していると考えられたため、今研究班において、
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最新のものに updateすることが望ましいとされた。 

これらの HP の存在およびその内容を利活用してさ

らなる CKD普及啓発を推進し全国展開するために、

今年度は各都道府県での行政関係者および医療従事

者の研修会や、一般住民対象の普及啓発イベントや

市民公開講座などで本 HP の紹介および情報共有を

図った。具体的には、R7年度岡山県においては、医

師向けに県内計７つの CKD医療連携ネットワーク講

演会や、行政関係者や保険者、医療関係者対象の計

20 回の研修会（モデル事業、オンライン研修会等）

で、一般市民向けには計 6回の公開講座/健康教室で

本 HPの供覧と見方について情報共有を行った。 

 

Ｄ．考察 

診療水準の向上において、ハイリスク患者の早期

発見・早期介入は極めて重要である。CKDに対する新

規薬剤や CKD患者の新しいエビデンスが続々と発出

され、日常の CKD医療レベルも進化している。その

ため、時代の流れに即して、早期発見・早期介入の

方策についても改訂が望まれていた。これまでの取

り組みから、CKD 医療連携は従前より深化してきた

と思われるが、最新の情報に基づいた連携内容の更

新は必要である。県レベル、市町村レベル、医療ネ

ットワークレベルなど、各医療連携体制において継

続した情報共有が重要であると考えられた。具体例

として挙げた岡山県の特定健診・特定保健指導の手

引きの改定により、新規のハイリスク患者が抽出さ

れ、さらなる診療水準の向上に貢献すると考えられ

た。このような連携体制の強靭化を目指した改訂を

全国展開していくことは、今後の課題である。 

CKD 協力医制度については、講演会などを通じて

その周知が図られ、CKD 協力医制度の仕組みや全体

像が具体化された。一方、各都道府県において、既

存の連携体制が確立されているところにおいては、

新たに協力医制度として立ち上げるかどうか慎重に

検討を重ねることとなった。むしろ、これまで様々

な事情でなかなか医療連携体制が発展・拡充してい

ないエリアにおいて、CKD 協力医制度を打ち出して

いくことが重要であるとも考えられた。また、今後

CKD 協力医制度を導入していくうえで、その継続性

および発展の方向性については、次年度以降の課題

と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

今年度の研究を行うにあたり、過去の研究班で策

定したホームページのさらなる利活用を図るための

方策を検討した。自治体職員、医療関係者を対象と

した CKD研修会において本ホームページを紹介する

と、非常に好評なコメントが毎年挙がっている。長

所として、他都道府県の CKD対策好事例が場所や時

間を問わず参照できることに対する利便性が特に注

目されている。特に自治体では２～３年毎に担当者

が交代することが多く、新しい担当者にも所属する

県市町村の情報に加え、他県市町村でどのような事

業が行われているのか、閲覧をすることで、さらな

る良質な診療連携の継続/発展が期待される。本年度

中のホームページの完全な更新が間に合わなかった

ため、次年度前半には最新のものへ更新し、さらな

る好事例の横展開を図ることが課題である。 
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